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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次

　
第10期
第２四半期
累計期間
　

第10期
第２四半期
会計期間

第９期

会計期間

　
自平成22年10月１日
至平成23年３月31日

　

自平成23年１月１日
至平成23年３月31日

自平成21年10月１日
至平成22年９月30日

売上高（千円） 1,265,455 553,306　　　　 1,621,937

経常利益（千円） 713,173 340,178 773,547

四半期（当期）純利益（千円） 416,327 207,676 444,674

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） － 332,905 332,905

発行済株式総数（株） － 1,231,300 1,231,300

純資産額（千円） － 1,815,300 1,553,165

総資産額（千円） － 2,680,815 2,366,858

１株当たり純資産額（円） － 1,474.43 1,261.40

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
338.14 168.68 416.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
320.66 161.34 387.38

１株当たり配当額（円） － － 125

自己資本比率（％） － 67.7 65.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,522,718 － 11,326

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△66,326 － △51,134

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
234,047 － △207,461

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 2,174,323 482,956

従業員数（人） － 31 27

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社には関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

４．当社は平成23年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。当該株式

分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たりの指標の推移を参考までに掲げると、以下の

とおりとなります。
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回次

　
第10期
第２四半期
累計期間
　

　
第10期
第２四半期
会計期間
　

第９期

会計期間

　
自平成22年10月１日
至平成23年３月31日

　

　
自平成23年１月１日
至平成23年３月31日

　

　
自平成21年10月１日
至平成22年９月30日

　

１株当たり純資産額（円） － 737.21 630.70

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）　
169.07 84.34 208.48

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）　
160.33 80.67 193.69

１株当たり配当額（円） －  －  62.5  

５．従業員数は就業人員であります。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

３【関係会社の状況】

　　当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４【従業員の状況】

　提出会社の状況　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年３月31日現在

従業員数（人） 31

（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　　当社の事業セグメントは、「第５　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとお

り、単一セグメントとしており、生産、受注及び販売の状況については、売上形態別に記載しております。　

　

(1）生産実績

　当社では生産活動は行っておりませんが、収益の大半を占めるタックス・リース（当社の場合、主に投資家が、税

の繰り延べ効果を享受できるオペレーティング・リース事業のことを指します。）に係るアレンジメント事業につ

いて、代替的な指標としての、オペレーティング・リース事業の組成実績を記載しております。

　　　当第２四半期会計期間の組成実績は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

オペレーティング・リース組成金額　（千円） 4,030,582

オペレーティング・リース組成案件数　（件） 1

（注）１．「オペレーティング・リース組成金額」とは、対象リース資産全体の取得価額を合計したものです。

２．当社では、投資家の需要を勘案して、１つの案件として、一定の組成金額をとりまとめて、案件単位で投資家

を募集しております。「オペレーティング・リース組成案件数」とは、その募集した案件を合計した数であ

ります。　

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４．リースの組成はドル建てで行われており、本邦通貨への換算レートは組成時の電信為替相場仲値（TTM）を

採用しております。

　　　

　　(2）受注実績

　　　　　当社は受注生産形態をとっていないため、該当事項はありません。

　

　　(3）販売実績

　　当第２四半期会計期間の販売実績を売上形態別に示すと、次のとおりであります。

売上形態
当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

　アレンジメント・フィー　　　　　　　　　（千円） 278,733

　販売手数料　　　　　　　　　　　　　　  （千円） 263,859

　管理料      　　　　 　　　　　　　　 　（千円） 3,977

　保険手数料等　　　　　　　　　　　　　　（千円） 6,735

合計（千円） 553,306

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第２四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとお

りであります。

相手先

当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

 ㈱ＣＬＩＰ第51号 494,820 89.4
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間における前事業年度の有価証券報告書に記載した「第一部　企業情報　第２　事業の状況　４

　事業等のリスク」についての重要な変更は以下のとおりであります。なお、前事業年度の有価証券報告書からの変

更箇所を下線で示しております。

　また、文中の将来に関する事項は、本書提出日(平成23年５月12日）現在において当社が判断したものであります。

　

　(2）法的規制について

③ 銀行法、保険業法、その他関連する法令等

　平成22年４月19日に銀行代理業の許可を取得し、平成22年９月以降、業務を開始しております。また、平成22

年８月９日に保険仲立人の登録を完了し、平成23年９月期より業務を開始しております。加えて、平成23年２

月に金融商品仲介業の新規登録申請を行いました。これらの業務を行うためには、金融商品取引法、銀行法、

保険業法、個人情報保護法、その他関連する法令等を遵守する必要があります。

　当社は、かかる業務を行うにあたり法令規則等の遵守を徹底しており、本書提出日現在において、かかる登

録の取消事由に該当する事実はないと認識しておりますが、今後、何らかの事由により当社が業務停止命令

や登録の取消等の行政処分等を受けた場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第２四半期会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）における我が国経済は、景気

の持ち直し傾向がみられたものの、失業率が高水準にある等、依然として厳しい状況が続いております。特

に平成23年３月11日に発生した東日本大震災の被害等が経済に与える影響が強く懸念されており、今後の

不透明さが増しております。

このような経済環境のもと、当社が行うタックス・リース・アレンジメント事業につきましては、オペ

レーティング・リース事業への投資家となる国内中小法人の経営環境も依然として厳しいものの、匿名組

合契約に基づく権利に対する需要は高まっており、販売は好調に推移しておりますが、反面、オペレーティ

ング・リース事業の組成環境には厳しさが増しております。

このように厳しさを増す環境のもと、当社はオペレーティング・リース事業の組成面につきましては、

当社の当該リース事業における過去の実績及び高度な案件組成能力を活用し、賃借人・金融機関に対して

積極的に案件提案を行いました。

これらの施策の結果、当第２四半期会計期間における当社のオペレーティング・リース事業の組成金

額は4,030百万円となりました。

また匿名組合契約に基づく権利の販売面につきましては、新規投資家・紹介者の継続的な獲得に努め

る一方で、従来の顧客紹介契約と比較してインセンティブを強化した契約形態の導入を進める等、販売

ネットワークの強化に努めました。これらの施策の結果、当第２四半期会計期間における匿名組合契約に

基づく権利の販売額は3,298百万円と好調に推移しました。

また、保険仲立人業等、その他事業についても、引き続き事業拡大に向けて努力いたしました。　

以上の結果、当第２四半期会計期間における売上高は553百万円、売上総利益は512百万円となり、販売

費及び一般管理費は169百万円、営業利益は342百万円となりました。また経常利益は340百万円、法人税等

を控除した四半期純利益は207百万円となりました。　
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて313百万円増加し、2,680百万円となりまし

た。

これは主に、匿名組合契約に基づく権利の一時的な立替取得額が減少したことにより、当該匿名組合契

約に基づく権利を計上する商品出資金が1,405百万円減少したものの、当該商品出資金を投資家に販売

（地位譲渡）したことによる資金の増加等により、現金及び預金が1,691百万円増加したためであります。

負債合計は前事業年度末に比べて51百万円増加し、865百万円となりました。

これは主に、前事業年度末に比べ、短期借入金が365百万円増加した一方で、前受金が276百万円減少し

たことや、納税等により未払法人税等が146百万円減少したことによるものであります。

純資産合計は、前事業年度末に比べて262百万円増加し1,815百万円となりました。これは主に、前事業

年度末を基準日とする配当の実施により153百万円の減少があった一方で、四半期純利益416百万円を計上

したことによるものであります。　　　

　

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、第１四半期会計

期間末に比べて665百万円増加し、2,174百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要

因は以下のとおりであります。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は754百万円となりました。

　これは主に、税引前四半期純利益340百万円の計上に加え、匿名組合契約に基づく権利の一時的な立替取

得額が前事業年度末に比べ減少したことから、商品出資金の減少による資金収入が515百万円あったため

です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は49百万円となりました。

　これは主に、オペレーティング・リース事業を行うＳＰＣとして利用するため等の子会社株式の取得に

よる支出32百万円があったためです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は41百万円となりました。

　これは主に、社債の発行による収入98百万円があったものの、短期借入金の減少による支出109百万円、長

期借入金の返済による支出19百万円があったためです。 　　　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　　

(5）研究開発活動

 　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当第２四半期会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

（注） 平成23年３月２日開催の取締役会決議に基づき、平成23年４月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行

可能株式総数は、4,000,000株増加し、8,000,000株となっております。　

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年５月12日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 1,231,300 2,462,600

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

(スタンダード）　

普通株式は完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であり、単元株

式数は100株であります。

計 1,231,300 2,462,600 － －

（注） 平成23年３月２日開催の取締役会決議に基づき、平成23年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を

行ったことにより発行済株式は1,231,300株増加し、合計2,462,600株となっております。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　第１回新株予約権

（平成20年９月19日臨時株主総会決議）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　　　42（注）１、２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　42,000（注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　 　　　　　600

新株予約権の行使期間
自　平成22年11月１日

至　平成30年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　600

資本組入額　　300

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡については取締役会の承認を要し、新株予約権に担保

権を設定することはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等により権利が喪失されたものを減

じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。

３．新株予約権の目的となる株式の数

当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって、以下の算式により新株予約

権の目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使

されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数につ

いては、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が完全子会社とな

る株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割

を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権の行使時の払込金額
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新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって以下の算

式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 　

分割・併合の比率 　

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行を行う場合（新株予約権の行使により新株を発行す

る場合を除く）、又は、当社が時価を下回る価額で自己株式を処分する場合は、以下の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
調整前払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数

５．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）において、これを行使することを要する。

新株予約権者の死亡、合併による消滅又は会社分割により本新株予約権が承継される場合には、相続人、存

続会社又は承継会社による本新株予約権の行使は認めない。

②　新株予約権発行時において当社、当社子会社の取締役・監査役又は従業員であった者は、新株予約権行使時

においても当社、当社子会社の取締役・監査役又は従業員のいずれかであることを要する。ただし、上場後

に、任期満了による退任又は定年退職した場合及び特に取締役会の決議により承認された場合はこの限り

ではない。

③　新株予約権者は、以下の区分に従って、権利の一部又は全部を行使することができる。

(ⅰ）権利行使時において当社、当社子会社の取締役・監査役又は従業員の地位にある者

(ア）上場の日より１年を経過した日の翌日から１年以内の期間において当初の新株予約権の最大30％以

内について権利を行使することができる。

(イ）上場の日より２年を経過した日の翌日から１年以内の期間において既に行使済みの数を含めて当初

の新株予約権の数の最大60％以内について権利を行使することができる。

(ウ）上場の日より３年を経過した日の翌日以降は、未行使の新株予約権について権利を行使することがで

きる。

(ⅱ）上記(ⅰ)の区分にかかわらず上場後に任期満了退任した当社、当社子会社の取締役・監査役又は定年退

職した従業員については、以下のとおりとする。

(ア）任期満了退任日又は定年退職日までは上記(ⅰ)の区分に準ずる。

(イ）任期満了退任日の翌日以降については、上場の日より１年を経過した日の翌日から、未行使の新株予

約権を全て行使することができる。

(ⅲ）上記(ⅰ)(ⅱ）以外の者は、上場の日より１年を経過した日の翌日から、全ての新株予約権を行使するこ

とができる。

④　新株予約権行使日の前日の証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たり払込価額の1.5倍以上で

あることを要する。

６．その他取得の条件

①　平成23年９月30日の時点において、当社株式が上場がなされていない場合には、当社は取締役会決議によ

り、取締役会で定める日をもって新株予約権を無償で取得することができる。

②　当社が消滅会社となる合併契約書、その他重要な事項につき株主総会の決議がなされたときは、新株予約権

を無償にて取得することができる。

③　新株予約権者が上記に定める条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなった場合及び新株

予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償にて取得すること

ができる。　　
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７．平成23年３月２日開催の取締役会決議に基づき、平成23年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割

を行っておりますが、新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格および資本組入額は、分割前の

数値を記載しております。

　

第２回新株予約権

（平成20年９月19日臨時株主総会決議）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　　　10（注）１、２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　 10,000（注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 600

新株予約権の行使期間
自　平成22年１月１日

至　平成30年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　600

資本組入額　　300

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡については取締役会の承認を要し、新株予約権に担保

権を設定することはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、権利放棄されたものを減じた数でありま

す。

２．新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。

３．新株予約権の目的となる株式の数

当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって、以下の算式により新株予約

権の目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使

されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数につ

いては、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が完全子会社とな

る株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割

を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって以下の算

式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 　

分割・併合の比率 　

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行を行う場合（新株予約権の行使により新株を発行す

る場合を除く）、又は、当社が時価を下回る価額で自己株式を処分する場合は、以下の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
調整前払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数

５．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）において、これを行使することを要する。

新株予約権者の死亡、合併による消滅又は会社分割により本新株予約権が承継される場合には、相続人、存

続会社又は承継会社による本新株予約権の行使は認めない。

②　新株予約権発行時において当社、当社子会社の取締役・監査役又は従業員であった者は、新株予約権行使時

においても当社、当社子会社の取締役・監査役又は従業員のいずれかであることを要する。ただし、上場後

に、任期満了による退任又は定年退職した場合及び特に取締役会の決議により承認された場合はこの限り

ではない。

③　上場の日以前にこれを行使する場合は、取締役会の承認を要する。ただし、上場承認日の翌日までは本新株

予約権は行使することはできない。

６．その他取得の条件
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①　平成23年９月30日の時点において、当社株式が上場がなされていない場合には、当社は取締役会決議により

取締役会で定める日をもって新株予約権を無償で取得することができる。

②　当社が消滅会社となる合併契約書、その他重要な事項につき株主総会の決議がなされたときは、新株予約権

を無償にて取得することができる。

③　新株予約権者が上記に定める条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなった場合及び新株

予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償にて取得すること

ができる。　

７．平成23年３月２日開催の取締役会決議に基づき、平成23年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割

を行っておりますが、新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格および資本組入額は、分割前の

数値を記載しております。

　

第３回新株予約権

（平成21年９月14日臨時株主総会決議）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個）             16（注）１、２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）          16,000（注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 600

新株予約権の行使期間
自　平成23年11月１日

至　平成31年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　600

資本組入額　　300

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡については取締役会の承認を要し、新株予約権に担保

権を設定することはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等により権利が喪失されたものを減

じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。

３．新株予約権の目的となる株式の数

当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって、以下の算式により新株予約

権の目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使

されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数につ

いては、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が完全子会社とな

る株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割

を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって以下の算

式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 　

分割・併合の比率  

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行を行う場合（新株予約権の行使により新株を発行す

る場合を除く）、又は、当社が時価を下回る価額で自己株式を処分する場合は、以下の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
調整前払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数

５．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）において、これを行使することを要する。

新株予約権者の死亡、合併による消滅又は会社分割により本新株予約権が承継される場合には、相続人、存

続会社又は承継会社による本新株予約権の行使は認めない。
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②　新株予約権発行時において当社、当社子会社の取締役・監査役又は従業員であった者は、新株予約権行使時

においても当社、当社子会社の取締役・監査役又は従業員のいずれかであることを要する。ただし、上場後

に、任期満了による退任又は定年退職した場合及び特に取締役会の決議により承認された場合はこの限り

ではない。

③　新株予約権者は、以下の区分に従って、権利の一部又は全部を行使することができる。

(ⅰ）権利行使時において当社、当社子会社の取締役・監査役又は従業員の地位にある者

(ア）上場の日より１年を経過した日の翌日から１年以内の期間において当初の新株予約権の最大30％以

内について権利を行使することができる。

(イ）上場の日より２年を経過した日の翌日から１年以内の期間において既に行使済みの数を含めて当初

の新株予約権の数の最大60％以内について権利を行使することができる。

(ウ）上場の日より３年を経過した日の翌日以降は、未行使の新株予約権について権利を行使することがで

きる。

(ⅱ）上記(ⅰ)の区分にかかわらず上場後に任期満了退任した当社、当社子会社の取締役・監査役又は定年退

職した従業員については、次のとおりとする。

(ア）任期満了退任日又は定年退職日までは上記(ⅰ)の区分に準ずる。

(イ）任期満了退任日の翌日以降については、上場の日より１年を経過した日の翌日から、未行使の新株予

約権を全て行使することができる。

④　新株予約権行使日の前日の証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たり払込価額の1.5倍以上で

あることを要する。

６．その他取得の条件

①　平成24年９月30日の時点において、当社株式が上場がなされていない場合には、当社は取締役会決議によ

り、取締役会で定める日をもって新株予約権を無償で取得することができる。

②　当社が消滅会社となる合併契約書、その他重要な事項につき株主総会の決議がなされたときは、新株予約権

を無償にて取得することができる。

③　新株予約権者が上記に定める条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなった場合及び新株

予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償にて取得すること

ができる。　

７．平成23年３月２日開催の取締役会決議に基づき、平成23年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割

を行っておりますが、新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格および資本組入額は、分割前の

数値を記載しております。　
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年１月１日～

平成23年３月31日
－ 1,231,300 － 332,905 － 282,905

(注）平成23年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行ったことにより、本書提出日現在の発行済株式総数

残高は、2,462,600株となっております。

　

（６）【大株主の状況】

平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

谷村　尚永 東京都世田谷区 893,900 72.60

谷村　真紀 東京都世田谷区 28,000 2.27

古谷　　久 東京都三鷹市 19,500 1.58

ゴールドマンサックスイン
ターナショナル 133　FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,UK

（東京都港区六本木６-10-１）　

16,700

　

1.35

　(常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２-４-６　 9,600 0.78

ビ－エヌワイエム　エスエ－
エヌブイ　ビ－エヌワイエム　
クライアント　アカウント　エ
ムピーシーエス　ジャパン　

RUE MONTOYER 46 1000 BRUSSELS BELGIUM
（東京都千代田区丸の内２-７-１）　

9,000

　

0.73

　
(常任代理人　株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

宇住　晃治 千葉県市川市 6,000 0.49

阿部　　真 愛媛県今治市 5,000 0.41

渡辺　　薫 東京都八王子市　 4,400 0.36

株式会社アール・シー・エス 大阪市北区中崎３－１－20　 4,200 0.34

計 － 996,300 80.91
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　　　

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － －  －

議決権制限株式（自己株式等） － －  －

議決権制限株式（その他） － －  －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式）　

普通株式　　　100
－

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。 

完全議決権株式（その他） 普通株式1,230,800　　12,308 同上 

単元未満株式 普通株式　　　400 － (注)

発行済株式総数 　　　　1,231,300 － －

総株主の議決権 － 　　12,308 －

(注)　「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式８株が含まれております。

 

②【自己株式等】 

                                                                                 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称　　 　所有者の住所　　
自己名義所有
株式数(株）　

　　　

他人名義所有
株式数(株）

所有株式数の
合計（株）　　

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　(自己保有株式）

　　株式会社ＦＰＧ　　　　　　　　

東京都千代田区

丸の内二丁目３番２号 　　　
　　　　　

100　 － 100 0.01

　計　　　　　　　　 　－ 100 － 100 0.01

　

　

２【株価の推移】

　【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】　

　月別 平成22年10月 11月　 12月　 平成23年１月　 ２月　 ３月

　最高（円） 2,760 2,600 2,855 3,360 3,360
3,410

 □ 1,440

　最低（円） 2,370 2,350 2,430 2,681 3,000
1,960

 □ 1,350

（注）１. 最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるもので

あり、それ以前は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

　　　２．□印は株式分割（平成23年４月１日、１株→２株）による権利落後の最高・最低株価を示しております。　
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３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　

（1）退任役員
役名 職名 氏名 退任年月日

常務取締役 
財務部及び

総務部担当
片山　茂治 

平成22年

12月31日

　

（2）役職の異動
役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 
経理部、財務部及び総

務部担当経理部長
経理部担当経理部長　 久保出　健二 

平成23年

１月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成23年１月１日から平成

23年３月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年10月１日から平成23年３月31日まで）の四半期財務諸

表について、新日本有限責任監査法人より四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社では、匿名組合事業の営業者である子会社については「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す

る規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第１項第２号により、連結の範囲に含めることにより、利害関係者の

判断を著しく誤らせるおそれがあると認められること、またそれ以外の子会社については、同規則第５条第２項に

より、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、同規則第５条第２項による判断に際しての資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合

は以下のとおりであります。

  資産基準　　　　　　 3.1％

  売上高基準　　　　　 0.0％

  利益基準　　　　　 △0.7％

  利益剰余金基準　　 △1.9％　
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,174,323 482,956

売掛金 9,392 2,564

貯蔵品 1,410 990

商品出資金 － 1,405,662

繰延税金資産 20,696 89,896

その他 89,225 71,328

流動資産合計 2,295,048 2,053,399

固定資産

有形固定資産 ※1
 103,891

※1
 92,623

無形固定資産 2,654 3,399

投資その他の資産 279,221 217,436

繰延税金資産 25,036 21,683

その他 254,185 195,752

固定資産合計 385,767 313,458

資産合計 2,680,815 2,366,858

負債の部

流動負債

買掛金 29,756 945

短期借入金 365,600 －

1年内返済予定の長期借入金 10,164 28,180

1年内償還予定の社債 20,000 －

未払法人税等 228,548 374,978

前受金 72 276,264

賞与引当金 4,846 －

その他 99,924 119,255

流動負債合計 758,913 799,623

固定負債

社債 80,000 －

長期借入金 5,956 14,069

資産除去債務 20,645 －

固定負債合計 106,601 14,069

負債合計 865,514 813,692

純資産の部

株主資本

資本金 332,905 332,905

資本剰余金 282,905 282,905

利益剰余金 1,199,769 937,355

自己株式 △280 －

株主資本合計 1,815,300 1,553,165

純資産合計 1,815,300 1,553,165

負債純資産合計 2,680,815 2,366,858
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 1,265,455

売上原価 171,603

売上総利益 1,093,851

販売費及び一般管理費 ※
 335,403

営業利益 758,448

営業外収益

受取利息 10,789

為替差益 878

その他 1,954

営業外収益合計 13,622

営業外費用

支払利息 5,379

支払手数料 51,558

社債発行費 1,959

営業外費用合計 58,898

経常利益 713,173

特別損失

固定資産除却損 127

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,362

特別損失合計 6,490

税引前四半期純利益 706,682

法人税、住民税及び事業税 224,507

法人税等調整額 65,847

法人税等合計 290,355

四半期純利益 416,327
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期会計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 553,306

売上原価 41,198

売上総利益 512,108

販売費及び一般管理費 ※
 169,249

営業利益 342,859

営業外収益

受取利息 1,402

受取手数料 601

為替差益 867

その他 73

営業外収益合計 2,945

営業外費用

支払利息 1,685

支払手数料 1,980

社債発行費 1,959

営業外費用合計 5,626

経常利益 340,178

税引前四半期純利益 340,178

法人税、住民税及び事業税 140,402

法人税等調整額 △7,901

法人税等合計 132,501

四半期純利益 207,676
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 706,682

減価償却費 10,739

固定資産除却損 127

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,362

社債発行費 1,959

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,846

受取利息 △10,789

支払利息 5,379

為替差損益（△は益） △926

売上債権の増減額（△は増加） △6,828

貯蔵品の増減額（△は増加） △419

商品出資金の増減額(△は増加） 1,405,662

仕入債務の増減額（△は減少） 28,811

前受金の増減額（△は減少） △276,192

その他 12,336

小計 1,887,754

利息の受取額 10,789

利息の支払額 △8,091

法人税等の支払額 △367,733

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,522,718

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,893

子会社株式の取得による支出 △43,040

敷金及び保証金の差入による支出 △15,586

その他 194

投資活動によるキャッシュ・フロー △66,326

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 365,600

長期借入金の返済による支出 △26,129

社債の発行による収入 98,040

配当金の支払額 △153,183

シンジケートローン手数料の支払額 △50,000

自己株式の取得による支出 △280

財務活動によるキャッシュ・フロー 234,047

現金及び現金同等物に係る換算差額 926

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,691,366

現金及び現金同等物の期首残高 482,956

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,174,323
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　  当第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、当第２四半期累計期間の営業利益及び経常利益は1,876千円減少し、税引前四半期純利益は8,238千

円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は20,542千円であります。

　

【簡便な会計処理】

 　　　 当第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

　      　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　 　　 当第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

　　      該当事項はありません。　

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成23年３月31日）

前事業年度末
（平成22年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 54,086千円 　 39,107千円

  ２  当社は、匿名組合契約に基づく権利の立替資金の効

率的な調達を行うため取引銀行５行とシンジケー

ション方式のコミットメントライン契約を締結して

おります。この契約に基づく当第２四半期会計期間

末の借入未実行残高は以下のとおりであります。　

コミットメントラインの総額 3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,000,000千円

　 

なお、上記コミットメントライン契約には、以下の財務

制限条項が付されております。

①　平成22年９月期末日以降の各事業年度末日及び各

第２四半期会計期間末日における単体の貸借対照表

に記載される純資産の部の合計金額を、平成21年９

月期末日における単体の貸借対照表に記載される純

資産の部の合計金額の75％に相当する金額以上に維

持すること。

②　平成22年９月期末日以降の各事業年度末日及び各

第２四半期会計期間末日における単体の損益計算書

に記載される経常損益を損失としないこと。

　

  ２  当社は、匿名組合契約に基づく権利の立替資金の効

率的な調達を行うため取引銀行３行とシンジケー

ション方式のコミットメントライン契約を締結して

おります。この契約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は以下のとおりであります。　

コミットメントラインの総額 1,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,500,000千円

　 

なお、上記コミットメントライン契約には、以下の財務

制限条項が付されております。

①　各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載

される純資産の部の合計金額を、平成20年９月期末

日における単体の貸借対照表に記載される純資産の

部の合計金額の75％に相当する金額以上に維持する

こと。　

②　各事業年度末日における単体の損益計算書に記載

される経常損益を損失としないこと。
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（四半期損益計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次の　

とおりであります。

給料手当 　　　　　76,616千円

役員報酬 60,850

地代家賃 40,877

支払報酬 26,322

賞与 19,932

法定福利費 17,834

賞与引当金繰入額 4,846

　

当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次の

とおりであります。

給料手当 38,981千円

役員報酬 28,650

地代家賃 22,008

支払報酬 11,264

法定福利費 9,228

賞与 9,170

賞与引当金繰入額 4,846

　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照　

表に掲記されている科目の金額との関係

　　 　　　　　　　　　　　（平成23年３月31日現在） 

    　                                      (千円）

現金及び預金勘定 2,174,323

現金及び現金同等物 2,174,323
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（株主資本等関係）

  当第２四半期会計期間末（平成23年３月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成　

23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　1,231,300株

　

２．自己株式の種類及び株式数

 　 普通株式　　　　108株

３．新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権

　　　新株予約権の四半期会計期間末残高　　―千円　

　

４．配当に関する事項

 　　　 　(1)　配当金支払額　

　（決議） 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月22日

定時株主総会
普通株式 153,912 125平成22年9月30日平成22年12月24日利益剰余金

　　　　（注）１株当たり配当額には、株式上場に伴う記念配当30円が含まれております。

　

　

　 (2) 基準日が当事業年度の開始の日から当第２四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当第２四半期会計期間末日後となるもの

　　　  　該当事項はありません。

　

５.株主資本の金額の著しい変動

　　前事業年度末と比較して著しい変動がないため記載を省略しております。
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（金融商品関係）

  当第２四半期会計期間末（平成23年３月31日）

　現金及び預金、商品出資金、短期借入金は、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当第２四

半期会計期間末において、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　科目
四半期貸借対照表

計上額(千円）　
時価(千円）　 差額（千円）

　現金及び預金 2,174,3232,174,323　 ―

　商品出資金 ― ―　 ―　

　短期借入金 365,600 365,600　 ―

（注）金融商品の時価の算定方法

　(1)　現金及び預金　

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

　(2)　商品出資金　

投資家への地位譲渡を短期間に行い、回収する予定であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によることとしております。

　(3)　短期借入金　

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

　

　また、当社は、匿名組合契約に基づく権利を一時的に立替取得する場合があり、この場合の資金は、自己資金によ

る他、主に取引銀行とコミットメントライン契約を締結し、必要に応じて、借入を実行することで調達しておりま

す。なお、匿名組合契約に基づく権利の一時的な立替取得額は、商品出資金として計上することとしております。

　第１四半期会計期間において、コミットメントライン契約を取引銀行５行と新たに締結した結果、総額は30億円

となりました。なお、当第２四半期会計期間末においては、コミットメントライン契約に基づく借入金の実行残高

はありません。　

　

（有価証券関係）

    当第２四半期会計期間末（平成23年３月31日）

　　  記載すべき事項はありません。　

　

（デリバティブ取引関係）

    当第２四半期会計期間末（平成23年３月31日）

　　  記載すべき事項はありません。

　

（持分法損益等）

  当第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）及び当第２四半期会計期間（自　平成

23年１月１日　至　平成23年３月31日）

  記載すべき事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

  当第２四半期会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　　記載すべき事項はありません。

　

（企業結合等関係）

  当第２四半期会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　  記載すべき事項はありません。
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（資産除去債務関係）

  当第２四半期会計期間末（平成23年３月31日）

　　記載すべき事項はありません。　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　当第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）及び当第２四半期会計期間（自　平成23

年１月１日　至　平成23年３月31日）

    　当社は、タックス・リース・アレンジメント事業に加え、その他事業（銀行代理業、保険仲立人業、Ｍ＆Ａ仲介

業）を遂行しておりますが、最高意思決定機関である取締役会において、業績の評価は、事業セグメントに区分

せず、単一の事業として行っております。

　　　これは、いずれの事業も販売先に重要な差異はなく、共通の販売体制によっていること、また管理体制についても

共通の部署が担当していることから、業績の評価を事業セグメントに区分する重要性が乏しく、自社の組織構造

において事業セグメントに区分していないためです。

　　　そのため、報告セグメントが単一セグメントとなりますので、報告セグメントの売上高及び利益等の各情報につ

きましては、記載を省略しております。　

　

（追加情報）

　　　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。　

　

（賃貸等不動産関係）

　当第２四半期会計期間末（平成23年３月31日）

　　記載すべき事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成23年３月31日）

前事業年度末
（平成22年９月30日）

１株当たり純資産額 1,474.43円 １株当たり純資産額 1,261.40円
　 　

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 338.14円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
320.66円

１株当たり四半期純利益金額 168.68円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
161.34円

　 　

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益（千円） 416,327 207,676

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純利益（千円） 416,327 207,676

　期中平均株式数（株） 1,231,231 1,231,213

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　 　 　

　四半期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 67,110 56,016

　（うち新株予約権） (67,110) (56,016)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

事業年度末から重要な変動があったものの概要

― ―
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（重要な後発事象）

　

 　株式の分割

　　　当社は、投資単位当たりの金額を引き下げることで株式の流動性を高め、投資家にとって、より投資しやすい環境を

整えることで、投資家層の拡大を図るため、平成23年３月２日開催の取締役会決議に基づき、平成23年４月１日に株

式分割を行っております。

　

　 (1) 株式分割の方法　

　　平成23年３月31日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式１

株につき２株の割合をもって分割する。

　

　　(2) 分割により増加する株式数

　  株式分割前の当社発行済株式総数 1,231,300株

　  今回の分割により増加する株式数 1,231,300株

　  株式分割後の当社発行済株式総数 2,462,600株

　  株式分割後の発行可能株式総数　 8,000,000株　

　

　　(3) 株式分割の日程

　　基準日　　 平成23年３月31日

　　効力発生日 平成23年４月１日

　

    (4)　その他

　　当該株式分割が前事業年度の開始の日に行われたと仮定した場合の１株当たり情報及び当事業年度の開始の

日に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりであります。

　

１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成23年３月31日）

前事業年度末
（平成22年９月30日）

１株当たり純資産額 737.21円 １株当たり純資産額 630.70円
　 　

　

１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 169.07円

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
160.33円

１株当たり四半期純利益金額 84.34円

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
80.67円

　 　

　

（リース取引関係）

　当第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）及び当第２四半期会計期間末（平成23

年３月31日）

  記載すべき事項はありません。

　

　

２【その他】

　　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　

　

　 平成23年５月12日

株式会社　ＦＰＧ 　

　 取締役会　御中　　
　

　 新日本有限責任監査法人 　
　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 古谷　伸太郎　㊞

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 長南　伸明　㊞

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＦＰＧの平

成22年10月１日から平成23年９月30日までの第10期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月

31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年10月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＦＰＧの平成23年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四

半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成23年３月２日開催の取締役会決議に基づき、平成23年４月１日に株式分割を

行っている。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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